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1-1 セミナー・講演会 1 
 大学では、お昼ごろから夕方にかけて、各種セミナーや小規模な講演会が日々開催されている。
私が客員研究員として在籍するブランダイス大学では、お昼にブラウンバッグ・セミナーが開催
されている。経済学部や International Business School（IBS）の教員・院生、外部講師による
論文報告のため、中国の科学技術を研究する Gary Jefferson教授や、その院生を中心に、中国経
済関係の報告を聴くことができる。ほとんどの大学でこういったセミナーが日々開催されている。 
 ハーバード大学の経済学部・研究科では、2015年 2月中旬から 5月上旬までのおもに水曜日の













非常に多い 2。秋学期であれば 9月末から 12月初めまで、春学期であれば 1月末から 5月上旬ぐ
らいまで、ほぼ毎日のように人文・社会科学系を中心に中国を対象とする研究報告があった。と
くに、Ezra Vogel名誉教授（ハーバード大学）らが主宰するCritical Issues Confronting China
シリーズでは、毎週、著名な教授が過去の研究成果を踏まえながら、直近のトピックについて見











の研究所・センターが開催するものである。2015年 2月 4日（水）、ペンシルベニア大学の Center 
for the Study of Contemporary Chinaが開催する Kurt Campbell元国務次官補の講演会に出席
した。テーマは 21世紀の米中関係に関するものであった。1995年に同校は東アジア方面の人文・







2015年 4月 4日（土）、イェール大学のYale School of Forestry & Environmental Studies（F&ES）







                                                   
2 各種案内を定期的に受け取ることができるよう購読設定しておくと便利。アジア・センターのイベント一覧
（http://asiacenter.harvard.edu/events）でも確認できる。 
3 AEAの 2015年大会でも、環境・資源を対象とする Association of Environmental and Resource Economists（AERE）が中
国をテーマとするセッションを立てていた（関連報告②を参照）。 
 http://www.ide.go.jp 





学では 2015年 3月 1日（日）に Asia Business Conference: Asia’s Evolving Identityが、MIT











2-1 Association for Asian Studies（AAS） 
AASは 1941年に設立されたアメリカ最大のアジア研究学会で、同会のウェブサイトによると
現在約 8,000人の会員がいるようだ。私は今回、2015年 3月 26日（木）～29日（日）にシカゴ
で開催された年次大会に出席した。なお、本大会での議論がきっかけとなって、アメリカを中心
とした日本研究者らが 2015 年 5 月 5 日に「日本の歴史家を支持する声明」（“Open Letter in 
Support of Historians in Japan”）を発表したことが話題となっている。 










                                                   
4 AASでは、大会を構成する一つ一つの時間枠（スロット）をセッションではなく、パネルと呼んでいるが、本レポートでは大
会の時間枠をセッションと呼ぶことに統一する。 
















Perspectives on Chinese Land Politicsというセッションでは、土地をめぐる政府の行動が経済に
あたえた影響について、また、“Invigorating the Service Sector with Party Personnel Control: 

























2-2 Chinese Economists Society（CES） 
 CESは米加在住の中国人研究者・留学生が 1985年、アメリカで設立した学会である 8。学会誌




 本大会は、2015年 3月 14日（土）～15日（日）、ミシガン州アナーバー市のミシガン大学近
                                                   





















3-1 全米経済研究所（National Bureau of Economic Research; NBER） 
 1920年設立の非営利研究組織で、多くの著名な研究者が兼務のかたちで所属している。研究活
動は、20 のリサーチ・プログラムか 15 のワーキング・グループを単位にして行われており、メ
ンバーは年 2回のミーティングとNBER Summer Instituteの際に研究成果の報告や交流を行う
（NBER のウェブサイト［http://www.nber.org/］より）。フェローになると、経済研究を推進す
るための各種リソースが利用可能となる。 
ワーキング・グループの一つに、Hanming Fang教授（ペンシルベニア大学 & NBER）がリ
ーダーをつとめる Chinese Economy（CE）がある。NBERが注力するアメリカ経済の実証研究
以外に、特定地域のリサーチ・プログラム／ワーキング・グループがあるのは中国経済だけであ

































毎回 2 名の講師が専門分野の最新動向などを分かりやすく報告。大学開講中に月 1（土曜日）で


































    ｜ 
    ｜ より包括的なものになるよう、大幅に加筆・修正 
    ↓ 
②「アメリカの地域研究：中国経済研究の立場から」、『アジ研ワールド・トレンド』No. 234：pp. 
47–50、2015年 4月。 
http://d-arch.ide.go.jp/idedp/ZWT/ZWT201503_022.pdf 
 
③第 2回海外研究員レポート（2015年 2月）「アメリカ経済学会大会における中国経済研究」（付
録として中国経済を概観するための“ミニマル”文献リスト） 
http://www.ide.go.jp/Japanese/Publish/Download/Overseas_report/1503_kimura.html 
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